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東京都会計基準の位置づけ 

　　条文化

東京都会計基準

外部公表用

内部事務用

東京都会計事務規則 東京都公有財産規則

固定資産に関する
管理基準

有価証券及び出資金の減損

処理に関する実務指針
販売用不動産に関する

実務指針

退職給与引当金の取扱
いについて

公有財産台帳に登録する
か否かの判断例

開始貸借対照表作
成要領

複式検査実施要綱
東京都財務諸表作成

事務取扱要綱

東京都公有財産台帳
等処理要綱



④ 会計実務上、対応可能であること 
  → 従来の官庁会計との整合性 
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東京都会計基準の特色 

① 行政の特質を考慮したものであること 
  → 行政の特質 
    ・主たる収入である税と行政サービスとの非対価性 
    ・道路・橋梁など売却が不可能な資産を大量に保有 

② 財務諸表が住民にとってわかりやすいものであること 
  → 企業会計の貸借対照表、損益計算書、 
    キャッシュ・フロー計算書に準拠し、比較が容易 

③ 個別の事業改善に活用できる財務諸表であること 
  → 事業別の財務諸表を作成 



4 

東京都の会計基準の特色① 
 

① 存立目的の相違 
 

  企業：利益の獲得を目的 
  行政：住民福祉の向上を目的 

・固定資産の勘定科目に、地方自治法にお 
 ける財産の分類を採用 
 

・民間企業における貸借対照表の「資本 
 （純資産）」を「正味財産」と表示 

③ 税と個別の行政サービスとの非対価性 
 
  企業：その経済活動と売上との間に直接的 
     な対価性がある 
  行政：税と個別の行政サービスとの間に直 
     接的な対価性を持たない 

・「税収」は行政サービスを提供するための 
 財源と定義 
 
・現世代の税負担(財源)と費用(行政サービ 
 スの享受)との対応を、行政コスト計算書 
 で表示 
 
・当期収支差額は利益（儲け）で はなく、 
 都市施設の整備や都債償還等に充当 

④ 予算統制の重要性 
 
  企業：経営判断により柔軟に資源を運用 
  行政：予算によってあらかじめ資源の使途 
     を限定することを重視 

・行政収入の勘定科目体系に、歳入予算科 
 目の「款」に準じた分類を採用 
 
・行政費用の勘定科目体系に、都の予算で 
 用いられている性質別の科目分類を採用 

② 将来の収入を見込めない資産の存在 
 
  企業：資産は活用や売却等により現金収入 
       を生み出しうる 
  行政：社会資本に代表されるような売却不 
       可能な資産を大量に保有 

・行政財産のうち、都民生活や都市活動に 
 必要不可欠な社会資本である、道路、橋 
 梁などは、「インフラ資産」として区分計上 
 
・行政サービス提供能力、整備・維持の 
 世代間負担を表示 

考慮すべき行政の特質 東京都の財務諸表の特色 

資産 負債

流動資産 流動負債

固定資産 固定負債

行政財産

建物

工作物

立木

船舶等

浮標等

土地

正味財産

貸　借　対　照　表

（平成Ｎ年３月３１日現在）

科　　目 科　　目

インフラ資産

普通財産

 有形固定資産

 無形固定資産

東京都の財務諸表 

通常収支の部

行政収支の部

行政収入

地方税

使用料及手数料

行政費用

給与関係費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

減価償却費

金融収支の部

公債費（利子）

当期収支差額

科　　目

行政コスト計算書
自　平成Ｎ－１年４月１日

至　平成Ｎ年３月３１日
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東京都会計基準の特色②ｰ1 
～企業会計との整合性～ 

○会計処理面における準拠 
 ・日々仕訳による複式簿記の導入 
  （網羅性・検証可能性の確保） 
 
○資産評価における準拠 
 ・取得原価主義の採用 
  なお、有価証券等は強制評価減 
      棚卸資産は低価法        を採用 
 
○様式・表示における準拠 
 ・勘定（表示）科目面での準拠 



④正味財産変動計算書 
  正味財産の変動要因を表示 
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東京都会計基準の特色②ｰ2 
 ～様式面での企業会計との整合性～ 

東京都の財務諸表 民間企業の財務諸表 

①貸借対照表 
 
 
 

資  産 負  債 
正味財産 

①貸借対照表 
 
 
 

資  産 負  債 
純資産 

④株主資本等変動計算書 
  純資産の変動要因を表示 

②行政コスト計算書 
   
 

費  用 収  入 
②損益計算書 
    
 

費  用 収  益 

③キャッシュ・フロー計算書 
 
    
    
    

行政サービス活動 
社会資本整備等投資活動 
財務活動 

③キャッシュ・フロー計算書 
 
 
 
   

営業活動 
投資活動 
財務活動 



一般会計・B目

歳
出
項
別

一般会計・Ｅ項

局
別

局
別
会
計
別

管
理
事
業
別

管理事業　甲 管理事業　乙 一般会計・A目

歳
出
目
別

特別会計・局

特別会計一般会計

一般会計・局

会
計
別

作 成 単 位

局

特別会計・Z項一般会計・F項

一般会計・C目 一般会計・D目 特別会計・X目 特別会計・Y目

歳出目別データを
ダウンロード

↓
エクセルによる作成

財務会計システム
勘定残高データ

（歳出略科目別、管理
事業別でデータ作成）

帳票出力

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書

貸借対照表

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書

貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表

正味財産変動計算
書

キャッシュ・フロー計算
書

行政コスト計算
書貸借対照表
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東京都会計基準の特色③  
～「様々な財務諸表」～ 
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東京都会計基準の特色④ 
～実務に即した会計基準～ 

○現行の自治法の枠組み内での複式簿記・発生主義の導入 
 （１）出納整理期間の存在を考慮 
 （２）歳入歳出決算との整合性を重視 
 （３）地方自治法上の「財産」と貸借対照表に計上する「資産」の原則一致 
    
○実務を考慮した会計処理 
 （１）減価償却計算 
  ①取得翌年度からの償却開始（地方公共団体においては財産の所管替 
   が頻繁に行われるため） 
  ②道路資産における取替法の採用（良好な維持補修を条件に更新会計の 
   採用） 
 （２）実務的な重要性を考慮して、一部の会計基準は当面の間未適用 
   リース会計／退職給付会計／研究開発費等に関する会計基準／ 
   固定資産の減損会計  など 
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東京都の新公会計制度 
～事務フローとシステムへの入力～ 

財務会計システム

財務会計システム

財務会計システム

財務会計システム

財務会計システム

完了通知 公有財産システム

自動配信

財務会計システム 財務会計システム

相互チェック

財産担当経理担当工事担当 契約担当

（目別）△△管理費
（行）建物／正味財産
資産区分：○○庁舎

起工 業者選定
契約締結

予算推定差引・
確定額登録

支出命令
（部分払）

部分払請求書

工事着手

建設仮勘定／未払金
資産区分：○○庁舎

複式伝票

支出執行

未払金／現金
ＣＦ：社・投資的経費

複式伝票

支出命令
（完成払）

建設仮勘定／未払金
資産区分：○○庁舎

複式伝票

支出執行

未払金／現金
ＣＦ：社・投資的経費

複式伝票

工事完了

完了検査

工事完了届

残金請求書

工事清算

新規登録検査終了証

建仮精算

（目別）○○整備費
（行）建物／建設仮勘定
資産区分：○○庁舎

複式伝票

（目別）○○整備費
正味財産／（行）建物
資産区分：○○庁舎

複式伝票複式伝票

建仮精算

資産を整備する目から
資産を管理する目へ

資産名称：○○庁舎
取得金額：×××
勘定科目：（行）建物
目別：△△管理費

公有財産台帳

「財務会計システム」 
項目より抜粋 



複
式
変
換

情
報
（
仕

訳
区
分
）

行政コスト
計算書

貸借対照表

従来からの節・細節による執行

財務活動
行政

サービス
活動

社会資本
整備等

投資活動
 

キャッシュ・フロー計算書

借金（都
債）元本収
入償還等

公有財産・
重要物品等
固定資産に
関する収支

本来の行
政活動に
関する収

支

キャッシュ・フロー計算書の道筋決定

現金収支

非
現
金
取

引
情
報

官
庁
会
計

複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計
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財務会計システム 
～予算科目から勘定科目へ～ 

「財務会計システム」 
項目より抜粋 



１

２

３

２

３
将来、公有財産台帳に登録する予定の名称で分類

１

資産形成支出（建設仮勘定となる）（単独）720
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財務会計システム画面例 支出命令業務 
財務諸表作成のための新規入力項目（調定時）は次の３項目 
①歳出仕訳区分コード 歳出予算科目から勘定科目へ変換するための情報 
②管理事業コード 事業別財務諸表を作成するための集計単位、各局が任意に設定可能 
③資産区分コード 現在、建設仮勘定として計上されている金額が、将来どの資産になるかを管理するための情報 

「財務会計システム」 
項目より抜粋 



１／１
220428

0193502　港湾局離島港湾部計画課

0230     兼差引

埠頭施設の建設について

組織名

複 式 仕 訳 確 認 書

処理名

件名

借方科目 貸方科目 キャッシュ・フロー科目

01

2,500,000 2,500,000

歳出略科目

管理事業

借方科目 貸方科目

　　　　東京港整備費

　　0366港湾費

2,500,000

　2580　　　*111020400000 　1340　　*021040300000 　　3585　　*216060000000

　行コス行政費用／投資的経費単独 　ＢＳ流動負債／未払金／その他未払金 　　ＣＦ行サ費用／投資的経費単独

 会計

 仕訳組織

01　一般会計

0193502　港湾局離島港湾部計画課

仕訳区分　0710　資産の形成に直結しない投資的経費（単独）

（予定）

キャッシュ・フロー科目

9999999 共通・未定 資産区分

　　　　港湾整備費

平成２２年度

節・細節　1500　工事請負費

仕訳年月日

平成22年4月28日

    複式簿記の仕訳が自動処理 
       【支出の執行】 
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複式仕訳確認書 

複式簿記の仕訳が自動処理 
【支出命令時・債務発生】 
借方 貸方

投資的経費単独 その他未払金

2,500,000 2,500,000

借方 貸方

その他未払金 当座預金

2,500,000 2,500,000

「財務会計システム」 
項目より抜粋 
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公有財産台帳（イメージ） 

局 部・所 課 会計区分
予算科目
（款）

（項） （目） 都道府県 区市町村 町、字 地番（丁目） 取得価格 減価償却累計額 取得年月日

1 工作物 ○○局 第○建設事務所 庶務課 017-×××
第○建設事務所第
○区画整理事務所

03-×××
東京都第○建設事務
所門扉

H22.3.31 行政財産 門 一般会計 土木費 土木管理費 管理費 東京都 足立区 ○○○ ２丁目 鉄製 2.00 個 791,000円 227,808円 S51.3.5 50年 16年 10%

2 工作物 ○○局 第○建設事務所 庶務課 017-×××
第○建設事務所第
○区画整理事務所

03-×××
東京都第○建設事務
所金網さく

H22.3.31 行政財産 囲い 一般会計 土木費 土木管理費 管理費 東京都 足立区 ○○○ ２丁目 鉄製 140.40 ｍ 6,088,393円 1,753,457円 S51.3.5 50年 16年 10%

3 工作物 ○○局 □□公園緑地事務所 管理課 017-××× □□公園 03-××× □□公園水栓ほか H17.4.1 行政財産 水道 一般会計 土木費 公園霊園費 公園管理費 東京都 渋谷区 □□□
鋼鉄管（ステン
レス製を含む）

6.00 個 1,345,000円 0円 S40.11.15 15年 0年 10%

11 工作物 △△局 △△部 △△課 017-××× △△△国立公園 03-××× 焼却炉 H17.4.1 行政財産 かまど、炉 一般会計 環境費 環境保全費 自然環境費 東京都 大島町 △△△
その他（アルミ
製を含む）

1.00 個 94,000円 0円 S44.4.1 25年 0年 10%

19 工作物 □□局 □□部 □□整備課 017-×××
□□□建設発生土
積出施設

03-××× ガードレール H22.3.31 行政財産 軌道 一般会計 港湾費
東京港整備
費

東京港湾建設費 東京都 大田区 □□□ ４丁目 鉄製 433.65 ｍ 2,689,000円 1,290,720円 H14.4.10 15年 8年 10%

21 工作物 ××局 ××医療センター 事務室 017-××× ××医療センター 03-×××
××医療センタープ
ラットホーム

H22.3.31 行政財産
プラット
ホーム

一般会計
福祉保健
費

障害者施策
推進費

心身障害者施設
費

東京都 北区 ××× １丁目 コンクリート造 29.50 ｍ 8,766,885円 1,315,033円 S60.3.28 30年 5年 10%

25 工作物 □□局 総務部 用度課 017-××× 03-×××
旧丸○路外駐車場用
管きょ

H21.8.31 行政財産 管きょ 一般会計 土木費 土木管理費 管理費 東京都 港区 △△△ ２丁目 コンクリート造 60.00 m 486,092円 0円 S39.4.1 30年 0年 10%

26 工作物 □□局 △△公園緑地事務所 管理課 017-××× △△△動物園 03-××× 猛禽舎 H18.3.31 行政財産
飼育おり、
係留さく

一般会計 土木費 公園霊園費 動物園管理費 東京都 台東区 △△△
その他（アルミ
製を含む）

1.00 個 25,670,000円 0円 S45.5.1 15年 0年 10%

28 工作物 ▽▽局 総務部 総務課 017-××× 胸像 03-××× 胸像 H22.3.31 普通財産 碑塔 一般会計 総務費 総務管理費 総務管理費 東京都 台東区 ▽▽▽
その他（アルミ
製を含む）

1.00 個 5,387,270円 678,796円 S41.9.21 50年 7年 10%

29 工作物 □□局 □□公園緑地事務所 管理課 017-××× □□緑地 03-×××
□□□川緑地 □□
橋北側園路舗装

H22.3.31 行政財産 舗装 一般会計 土木費 公園霊園費 公園管理費 東京都 杉並区 □□□ ３丁目 アスファルト敷 1,058.00 ㎡ 2,759,504円 2,235,198円 H21.1.14 10年 9年 10%

32 工作物 □□局 □□公園緑地事務所 管理課 017-××× □□□公園 03-×××
□□□公園　ソー
ラー照明灯

H22.3.31 行政財産 照明装置 一般会計 土木費 公園霊園費 公園管理費 東京都 江東区 □□□ ８丁目 2.00 基 2,682,832円 2,253,579円 H20.11.19 15年 14年 10%

33 工作物 ▲▲局 ▲▲部 計画課 017-×××
▲▲市▲▲町一般
環境大気測定局

03-×××
▲▲市▲▲町一般環
境大気測定局

H17.4.1 行政財産 雑工作物 一般会計 環境費 環境保全費 環境改善費 東京都 小平市 ▲▲▲ ２丁目 コンクリート造 1.00 個 1,245,000円 84,038円 S48.3.31 40年 3年 10%

【基本事項】 【価格情報】

残
価
率

財産価格 耐
用
年
数

経
過
年
数

分類 種目

会計 所在

構造 数量
単
位

台帳名称 異動年月日

所属
N
O

【財産情報】

財産種類 
施設管理区分

コード
施設管理名称 台帳番号

「財務会計システム」 
項目より抜粋 



 ・ 新公会計制度導入直後は、総勘定元帳（複式簿記の仕訳の累積）と台帳などとの金額
に大きな誤差 

     平成18年度の過年度損益修正額：約2,486億円（総資産 約29兆6,533億円） 

 ・ 日々の複式仕訳の情報の蓄積により、一件別の誤差特定が可能 
     平成21年度の過年度損益修正額：  約95億円（総資産 約31兆7,916億円） 

○ 単式簿記により作成された財産台帳を財務諸表に反
映させるだけでは、正確性と検証可能性が担保されない 
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台帳などの精度向上 
○ 財務会計システムと、公有財産台帳等との照合 
   （内部統制システムの整備と向上） 

公有財産台帳 
（財産情報システム） 

物品管理サブシステム 

官庁会計決算書 
（基金・出資金・収入未済など） 

財務会計システム 
（日々仕訳による積み上げ） 照合 

各説明会（前述）などをも
とに、各局担当者が行う 

「導入の成果と課題」 
項目より抜粋 
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